


















































1 ) 政策の信頼性については， Blackbum and Christensen[ 5 Jによる優れたサーベイが
ある。
2 ) 例えば， Rogoff口9]， Fischer and Summers[l1Jなど。





















































































(B 2) c=f;π2 +g(y-yT) 2， J， g> 0 . 
7) Barro and Gordon[ 3 J.p.593. Barro and Gordon[ 4 J.pp.102-103. Baηo[ 2]. 
p.4を参照せよ。これ以外の理由に，労働組合の存在 (Canzoneri[ 7 J).最低賃金法の
存在(Blackburnand Christensen[ 5 J)をあげることができる。
8 ) ルーカス塑の総供給関数を解釈するには. 2つの方法が考えられる(Blackburnand 
Christensen [ 5 J)。一つは.Lucas[l7Jが導出の際に用いた不完全情報モデルによる















インフレによって生ずるコストと考えられる (Blackburnand Christensen 










9) Barro and Gordon[ 4 ]では，最小化すべき政策目的関数は，
Ztニ (α/2)Cπt) 2 -btCπt一πD.a，bt> O. 
である(Barroand Gordon[ 4]， p.104)。第二項は実質生産高に関する政策目的に対
応している。このような関数を仮定すると，現実の実質生産高は完全雇用のもとで成
立する実質生産高よりも高ければ高いほど望ましいことになってしまう。 Barroand 












c=f.π2 +g(y-yT) 2 























π= -gdf-1 ( 1 -A) y* . 
したがって裁量の場合の政策目的関数の最小値は，π=w = -gdf-1 ( 1 -え)y*
より，















c=fiπ2 +g(y_yT) 2 




π=gdf-l u-1 )y*げ+gd 2) 2， ;re = 0より，

























































c=f.π2 +g(y_y*) 2， 































(A 1)は. lnY=αlnK+ C 1一α)lnN+lnAより，
Y=AK'αNI ペ
と吉き換えられる。










π=l[e= -dg( 1 -え)( 1 -s) y*ぴ+d2g(1-s)2}-1，
であり，政策目的関数の最小値は，
となる。
c=危(1 -.<) 2 y* 2ぴ+d2g(1-s)2}一1
(=C*RULE)， 









らば. (A 2) と (A3)から均衡実質賃金は μ/(1 +αα).均衡における雇用水準(すなわ
ち完全雇用水準)は，
(A 4) nホ=ns=nd=aμ/(1 +αα)+{αk+ln( 1ーα)}/α，
と決まる。そして (A4)と CA1) より，完全雇用のもとで実質生産高は，





本論文がはじめて採用するものではなL、。例えば. Gray[13J. [14J. Rogoff[I8J. 








π=ne= -dg( 1 -).) y* 2lf+d2 g( 1 -s)}一
であり，政策目的関数の最小値は，
となる。
c=危(1 -).) 2 y* 2 {d2 g+刀ぴ+d2g(1-s)}ー2
(=C*DISCRETION) ， 
¥れた名目賃金を M とすれば，本論文のモデルで雇用水準は，















(A 7) E-I [(n-n*) 2 +h(uf-w三1)2J，h>O， 
を最小にするように M の値を決定する。ここで， uf-Iは交渉によって決定された前期の名
目賃金で今期においては所与である。
(A 7)に (A4) と (A6)を代入し，ufで偏徴分した結果を Oとすると，







名目賃金が (A8)であるとき，雇用水準は (A6) より，
n={p-E_I [PJ/( 1 +h)}/'α-hw仁 11α(1+h)+{αk+ln ( 1一α)} 1α十μ/α，






πe= -dg( 1 -A) ( 1 -s) y*ぴ十d2g(1-s)}一
であり，これを与えられたものとして政策変数の値を決定すると，
π= -dg ( 1 -A) y* {f + d 2 g ( 1 -s) } {f十 d2g(1-s)2}-1
x {d2g+β一
となる。この場合の政策目的関数の最小値は，
¥ y=( 1-α) {p-E-1 [PJ/( 1 +h)}~α 
+{αk+ (1一α)ln( 1一α)}/αー(1一α)hwc_ l/a( 1 +h) +μ/α 
=(1ーα) {ρ-P-l -E-1 [p-ρIJ /( 1 +h)}~α 
+{αk+ ( 1一α)ln ( 1一α)}/α一(1一α)hwc_ 1 /α(l+h)+h(lーα)α一l
x ( 1 +h)一lp_1+μjα. 
wc-1の値は任意であるが，計算を簡単にするために.uえ lはつぎの式を満たしているとす
る。
h(1一α)α一1(1 +h)一lρ一1{ak+ ( 1一α)ln( 1一α)}/α=(1一α)hwc_ 1/αC 1 +h). 
このことは，以下の部分で示される結果に影響を与えない。したがって総供給関数は， ρ一
ρ一 I を π • E-I [p-ρ-IJをf とすると，
CA9) y=(1一α)(π一πe/C1 +h)}~α十 μ/α，
である。
Fethke and Jackman[ 8 J.Fethke and Policano[ 9 J.Bradley and Jansen[ 6 J等では，
賃金契約の際の調整費用を考慮、していない。これが本論文のモデルと彼等のモデルの違い
であることはすでに述べた。彼等が導出した総供給関数はルーカス型の総供給関数と同じ









(A 9) において，簡単化のためにランダム項を無視すれば. (B 1)' が得られる。
マクロ経済モデルにおける政策の信頼性 15 
である。




C* DISCRETION-C* RULE 
= {f + d2 g ( 1 -s) }-2 {f + d2 g ( 1 -s) 2 }一 1d2g2f2s2 






0くげ+d2g(1 -s)} 2げ+d2g}一1{j+d2g( 1 -s) 2}一lく1， 
という関係が成立している。したがって政策目的関数の最小値に関して，つ
ぎのような関係が成り立つ。
C*CHEATINCくC*RULE < C* DISCRETION. 
このことは，政策当局が民間を欺くことによって政策目的の達成度を向上
させる(政策目的関数の最小値をより小さくする)ことが可能であることを















































































(B 2)' y=y*+d(π-sπe)， d> 0， s* 1 ， 
を制約条件として，
c= (y-yT) 2， 
を最小にするように政策変数の値を決定するとしよう。
【ルールによる政策】 ルールの場合， π=;reより，政策目的関数は，
c= {( 1 -A) y*十d(1 -s)π} 2， 
となる。 dc/dπ=0から，






c={( 1 -A.) y*+d(π-s;re)} 2， 
を最小にするように政策変数の値を決定する。 dc/dπ=0より，



















Oくぴ+d2g( 1 -s)} 2 {f+d2 g}一1{f+d2g( 1 -s) 2}一lく 1• 
であるから. C* CHEA TINGくC*RULEで、あった。
ところが，
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